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  マイナンバーを活用した情報連携では、セキュリティ保護の観点から、マイナンバー取扱機関同士のシステムを直接つな
ぐのではなく、一度「中間サーバー」に必要なデータを登録して、他機関の中間サーバーと情報の送受信を行う仕組み。 

 
 
 
 
 

  医療保険者向けの中間サーバーは2017年7月に構築され、初期費用316億円は国が負担し、その後の運営費用
については、各医療保険者が加入者数に応じて運営負担金を支払っている。 

 
 

 
 
 
 

  

マイナンバーの中間サーバーに係る2018年度運営負担金について 

 １．マイナンバーの中間サーバーについて 

保険者 中間サーバー 
（支払基金） 

他機関の 
中間サーバー 
 

情報照会 

市町村等 

結果の回答 情報の送受信 

 ２．2018年度の運営負担金について 

【注１】 
   2017年度は７月以降の９か月分の負担であったが、満年度負担となる2018年度と比較するため、便宜上年額換算している。 
  なお、（）内は実際に支払った９か月分の運営負担金の額。   
【注２】 
   2018年７月から共済組合が被用者保険者向けの中間サーバーを利用することから、合計金額は前年度より上回っている。 

単位：億円（税込） 

2017年度 【注１】 2018年度 

協会けんぽ 29.0（20.8） 27.1 

医療保険者計 67.2 69.5【注２】 

1



＜現状と課題＞ 
  現状、保険証の被保険者番号は「世帯単位」となっており、個人単位での資格確認が難しく、保険者間の異動があっ

た場合に個人の資格情報等が伝達されない。その結果、資格喪失後受診等が発生し、保険者の無駄なコストが増加。 
  近年、特定健診等の受診率の向上に伴いビックデータが蓄積されているが、その十分な活用が図られておらず、国民の

健康意識の向上と行動変容を促すことが求められている。 
 
＜施策の方向性＞ 
① 加入する保険者が変わっても、個人単位での資格確認を容易にするため、被保険者番号を個人単位化し、被保険者  
 番号の履歴を一元管理 
  【2020年度以降、随時保険証を差替え】 
② 個人単位の被保険者番号を記載した保険証又はマイナンバーカードを用いて、受診時又はレセプト請求時にオンライ
ンで資格情報を確認（資格喪失後受診の場合は、支払基金が正しい保険者に請求） 

  【2021年４月診療分からを想定】 
③ オンライン資格確認の仕組みを基盤として、特定健診データや医療費、調剤情報をマイナポータルを通じて提供（個  
人の健康状態や服薬履歴等を本人や家族が把握し、日常生活改善や健康増進につなげる（ＰＨＲ(Personal 
Health Record)）。 

  【2020年度からの提供を目指す】 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

  

国におけるオンライン資格確認・ＰＨＲの検討状況について① 

 １．検討の方向性 

  協会の新被保険者番号は、現状の記号（事業者単位で８桁）＋番号（世帯単位で７桁）に、システム内部で
管理している個人単位の２ケタの番号を追記した17桁の番号を使用する予定。 

   ⇒ これにより、協会システムの改修を最小限に抑える。 
 

  一方、保険証の差替えには数十億円（精査中）を要する見込みであり、システム改修も含めて１年以上の期間も
必要。 

   ⇒ 引き続き国との調整を進めつつ、早急に新たな保険証の発行のためのシステム改修に着手する必要。 

 ２．協会業務への影響等について 

① 被保険者番号の個人単位化 
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国におけるオンライン資格確認・ＰＨＲの検討状況について② 

  協会の直近の資格喪失後受診による債権発生額は年額36億円。今回の仕組みによりその大部分が抑止できるよう
であれば、資格喪失後受診に係る協会職員の人件費も含め、その効果は大きい。 

   ⇒ 引き続き国と運用面も含めた調整を続ける 
 

 ２．協会業務への影響等について 

② オンライン資格確認 

 個人にとっては、保険者間での異動があっても、自分の一貫したレセプト・健診データ等を入手することができる。  
 保険者は特定健診データ等の管理を支払基金に委託する形となり、以下のようなメリットが見込まれる。 
  ・ 従来保険者にて匿名化をした上で支払基金に登録していた特定健診等データについて、支払基金が匿名化を実施 
  ・ 特定健診データは５年間の保存がルールとなっているが、今回の仕組みにより保険者におけるデータ管理が不要とな

る可能性 
  上記メリットに加え、今回の仕組みに併せて、事業主健診データを効率的に取得できるよう国に働きかけを実施。 
   ⇒ 具体的には以下のような仕組みで関係者間では概ね合意形成が図られた。この取組により、事業者健診データ 
     取得率が大幅に向上し、特定健診実施率も上昇する見込み。 
 

 
 

 
 
 オンライン資格確認及びＰＨＲについては、クラウドサーバーの活用を検討しており、これに合わせマイナンバーの中間

サーバーもクラウド化を行う予定。なお、これらの制度全体の運用コストに係る厚労省の試算は以下のとおり。 

③ ＰＨＲ  

  
 ３．制度全体の運営経費について 

③ 事業者健診データ 
  を取得 保険者 支払基金 

④ 委託費の支払い 

健診実施機関 事業主 ① 事業主健診の契約の際に、 
  結果を健診実施機関が保 
  険者に提供する合意 

② 結果データを 
  オンラインで登録 

単位：億円（税込） 

オンライン資格確認 
特定健診データの 

保険者間連携・提供 
医療費・薬剤情報の提供 計 

運用・保守費用（年額） 17 2 2 約20 

＜オンライン資格確認・ＰＨＲ＞ 

＜中間サーバーのクラウドへの移行による運営経費の比較（試算）＞ 

現行 見直し後 

59 24～32 
※ 運用コストの試算の詳細については、15ページ（平成30年５月25日 第
112回社会保障審議会医療保険部会資料）をご覧ください。 3



参 考 資 料 
 

（平成30年５月25日 第112回社会保障審議会医療保険部会資料） 

（厚生労働省保険局作成） 
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